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1． 緒言 

2011 年東北地方太平洋沖地震の津波の影響で大規

模な長期湛水が発生し，避難者の捜索活動，救助のた

めの物資輸送，そして災害復旧・復興に支障をきたし

た(1)．長期湛水は低地かつ広域地殻変動による沈降と

液状化の危険性が想定される地域であればどこでも

発生する可能性がある．長期湛水被害を軽減するに

は，震災後に下水道を含む排水施設が継続して機能

することが必要であり，同施設の耐震化などの強靭

化が急務である．しかしながら，耐震化が全く進んで

いない地域も多く，早急に対策を進めるべきである．

そこで本研究では，徳島市住吉地区を対象地域とし

てとりあげ，南海トラフ巨大地震津波を想定した津

波遡上・排水シミュレーションを実施し，現状施設に

よる排水機能の限界を調査した． 

 

2． 計算手法 

図-1 は計算の流れを示したものになる．初めに，

津波が堤外から堤内に越流し，地表面から排水路，下

水路へと流れ，排水ポンプで堤外へ排水する．堤外の

津波計算は津波計算コード JAGURS(2)を用い，津波が

堤外から堤内へ越流する部分は越流公式(3)(4)(1)(2)を

用いて計算している．また，JAGURS(2)による津波計

算の並列化性能を評価した結果，通常 42時間かかる

計算を 4nodeで並列化した場合 20時間まで短縮する

ことが出来た．堤内の計算には氾濫解析ソフト

AFREL(5)を用い，地表面のみならず，排水路や下水路

も考慮した．地表面，排水路，下水路間のやり取りは

マンホールの存在するメッシュで下水路への流入を

行い，管内はスロットモデルを用いて計算している．

なお，最大級の津波被害を推定するため，内閣府想定

モデルを地震シナリオとし，津波解析を実施した．そ

こから Okadaモデルによる地殻変動量を算出する． 

𝑞𝑥  𝑜𝑟 𝑞𝑦 = 0.35ℎ1√𝑔ℎ1          (ℎ2 <
2

3
ℎ1) （1） 

𝑞𝑥  or 𝑞𝑦 = 0.91ℎ2√𝑔(ℎ1 − ℎ2)    (ℎ2 ≥
2

3
ℎ1) （2） 

 

 

図-1 計算の流れ 

 

3． 入力データ 

図-2 の赤線は津波高の波形，青線は潮汐と津波高

を合わせた波形である．本研究では図-3 の波形を堤

外に入力し計算している．津波のみの場合，最大波高

になるのは地震発生から 1 時間ほどだが潮汐データ

と合わせたことによって最大水位になるのは 7 時間

後になっている． 

 

図-2 潮汐と津波 

 

4． 計算結果 

本研究では排水機能の重要性を検討するため，排

水機場が正常に機能した場合と全て停止した場合の

2 パターンを計算した． 

図-3 は干潮時の浸水深分布である．図-3 を見ると

正常時と停止時では分布に大きな差がみられ，排水

機場が正常に機能すれば長期湛水被害を低減できる

ことを明確に示すことができた．津波の流入箇所は

住吉地区内で標高が極めて低い南西，東方向である

ことが分かった．この箇所には川がつながっており，
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そこを遡上してきた津波が低い堤防から越流してい

ると考えられる．地盤沈下により，標高が 0m以下に

なる地域があり，その地域では流入水が排水されず

湛水することが分かった．その地域は主に田畑であ

るため直接的な人的被害は少ないものの，農作物に

甚大な被害が出ると予想する． 

 

 

図-4 浸水深分布（最大時） 

 

 図-4 は排水機場が正常に機能した場合の最大浸水

深である．広域に渡り湛水深が 1mを超えており，最

大の箇所では 3m 近くある．図の状態から排水機場

が正常に機能した場合でも流入水をほぼ排水しきる

までに 7 時間ほどかかる．しかし，排水できたとし

ても満潮時には海水が流入してしまう．また，住吉地

区に現存する排水機場の操作基盤は地表から 1m ほ

どの高さにあり海水が触れると壊れてしまうため，

正常に機能する可能性は低い．さらに徳島市では全

ての指定避難所で収容人数分の食料や水が確保でき

ているが，県からの物資は陸路などでの輸送が主な

ため，浸水被害で地域が孤立すると行き届かない可

能性も考えられる．たとえ避難できたとしてもこの

ような被害が考えられる．そのため少しでも被害を

軽減するために対策を考える必要がある． 

 

5． 結語 

 本研究では排水機場が機能しなくなった場合の長

期湛水被害拡大の危険性を評価するため，津波遡上

現象は津波計算コード JAGURS(2)を用い，また堤内の

排水計算には AFREL(5)を用いることで排水・下水道

の機能を考慮した湛水減少のシミュレーションを実

施した．特に堤内の氾濫計算のメッシュサイズが大

きいため，計算結果の信頼性については引き続き議

論が必要であるが，長期湛水被害を低減するには安

定した排水機能が必要であることを示すことができ

た．今後は，同計算結果を元に排水施設の耐震化の優

先順位等を提案できればと考えている． 
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図-3 浸水深分布 
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